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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　メタクリル酸イソステアリルを主成分とする硬化性樹脂原料と、
　前記硬化性樹脂原料において重合反応を生じさせるラジカル開始剤と、
　前記硬化性樹脂原料の架橋反応を生じさせる架橋剤と、
　前記硬化性樹脂原料の硬化反応を促進する硬化促進剤と、
　放射線遮蔽能力を有する放射線遮蔽粉末と、
　からなることを特徴とする放射線遮蔽材。
【請求項２】
　前記放射線遮蔽粉末には、重金属からなるγ線遮蔽材の粉末が含まれることを特徴とす
る請求項１に記載の放射線遮蔽体。
【請求項３】
　前記γ線遮蔽材は、鉛又は酸化鉛からなることを特徴とする請求項２に記載の放射線遮
蔽材。
【請求項４】
　前記放射線遮蔽粉末には、硼素を含む熱中性子吸収材の粉末が含まれることを特徴とす
る請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の放射線遮蔽材。
【請求項５】
　前記熱中性子吸収材は硼酸からなることを特徴とする請求項４に記載の放射線遮蔽材。
【請求項６】
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　前記架橋剤は、トリメチロールプロパントリメタクリレートを主成分とすることを特徴
とする請求項１から請求項５までのいずれか１項に記載の放射線遮蔽材。
【請求項７】
　前記ラジカル開始剤は過酸化ベンゾイルを主成分とすることを特徴とする請求項１から
請求項６までのいずれか１項に記載の放射線遮蔽材。
【請求項８】
　前記硬化促進剤はＮ，Ｎ－ジメチルアニリンを主成分とすることを特徴とする請求項１
から請求項７までのいずれか１項に記載の放射線遮蔽材。
【請求項９】
　請求項１から請求項８までのいずれか１項に記載の放射線遮蔽材の原料となる２種類の
保存用液からなる放射線遮蔽材製造用保存液セットであって、
　前記硬化性樹脂原料、前記ラジカル開始剤、及び前記架橋剤が配合され、前記放射線遮
蔽粉末が分散された第１の保存用液と、
　前記硬化促進剤からなる第２の保存用液と、
　からなることを特徴とする放射線遮蔽材製造用保存液セット。
【請求項１０】
　請求項１から請求項８までのいずれか１項に記載の放射線遮蔽材の製造方法であって、
　前記硬化性樹脂原料と前記ラジカル開始剤とを混合し、重合反応を生じさせて硬化性樹
脂原料重合体を製造する硬化性樹脂原料重合体製造工程と、
前記硬化性樹脂原料重合体に前記架橋剤を配合する架橋剤配合工程と、
　前記硬化性樹脂原料重合体中に前記放射線遮蔽粉末を分散させる放射線遮蔽粉末分散工
程と、
　前記架橋剤が配合され、前記放射線遮蔽粉末が分散された前記硬化性樹脂原料重合体に
、前記硬化促進剤を配合する硬化促進剤配合工程と、
　を具備することを特徴とする放射線遮蔽材の製造方法。
【請求項１１】
　前記硬化性樹脂原料重合体製造工程は、
　前記硬化性樹脂原料と前記ラジカル開始剤とを混合し、重合反応を生じさせて第１の重
合体を製造する重合工程と、
　前記重合工程よりも低い温度で前記硬化性樹脂原料と前記ラジカル開始剤とを混合した
液を前記第１の重合体に混合することにより、前記硬化性樹脂原料と前記ラジカル開始剤
の組成を所望の値とする組成調整工程と、
　からなることを特徴とする請求項１０に記載の放射線遮蔽材の製造方法。
【請求項１２】
　前記重合工程、前記硬化性樹脂原料重合体製造工程、前記架橋剤配合工程、及び前記放
射線遮蔽粉末分散工程を行って製造された第１の保存用液と、
　前記硬化促進剤からなる第２の保存用液とを、それぞれ保存し、
　常温において前記第１の保存用液と前記第２の保存用液とを配合して前記硬化促進剤配
合工程を行うことを特徴とする請求項１０又は１１に記載の放射線遮蔽材の製造方法。

　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特に放射線遮蔽体の補修に最適な放射線遮蔽材及びその製造方法に関する。
また、この放射線遮蔽材を２種類の保存用液から製造することのできる放射線遮蔽材製造
用保存液セットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力発電所等においては、原子炉から発生する放射線を遮蔽することが必要である。



(3) JP 4883808 B2 2012.2.22

10

20

30

40

50

このためには、一般的な建築材料であるコンクリートを特に厚く形成した壁が用いられて
いる。コンクリート材には適度な放射線遮蔽能力があり、放射化の度合いも小さいため、
これを厚くすることにより、こうした用途に用いることができる。
【０００３】
　しかしながら、事故や地震等の災害によってこうした壁に亀裂が生じた場合には、その
遮蔽能力は低下する。この際、応急処置として、壁を作り直すのではなく、補修剤を亀裂
に充填して補修することによって再生することが緊急時対応として望まれる。この場合の
補修剤には、コンクリート材と同等以上の高い放射線遮蔽能力が要求される。
【０００４】
　こうした補修剤には、放射線を遮蔽する材料として重金属（鉛等）やその酸化物の粉末
が添加される。また、一般に、電子線やＸ線、γ線は重金属を用いて遮蔽することができ
るが、特に原子炉等から発生する中性子は重金属では充分に遮蔽できず、これを減速させ
る水素のような軽元素と、中性子吸収断面積の大きな硼素との組み合わせで遮蔽される。
一方。中性子が水素によって遮断される際にはγ線が発生するため、このγ線を重金属で
遮蔽するという構成が有効である。軽元素を多量に含む材料としては高分子材料を用いる
ことができ、硼素を含む材料としては硼酸が用いられる。
【０００５】
　こうした補修剤として用いられる組成物として、例えば特許文献１には、高分子材料で
ある硬化性樹脂原料として例えばメタクリル酸ステアリル等に、ラジカル重合開始剤とし
て例えばＮ，Ｎ－ジメチルアニリンや過酸化ラウロイルを加えた材料に硼酸、鉛粉末を混
合して高密度とされた材料が記載されている。この材料においては、高速中性子は高分子
材料中に多量に含まれる水素原子によって減速されてから硼酸に吸収され、減速時に発生
するγ線は鉛によって遮蔽される。従って、中性子を遮蔽することができる。また、中性
子以外の放射線（γ線等）は同様に鉛によって遮蔽されるため、結局、中性子以外の放射
線に対しても高い遮蔽能力をもつ。
【０００６】
　この材料は、高分子を主成分とする加工性のよい材料であるが、成型して任意の形状、
箇所において設けることができる。従って、放射線遮蔽能力をもつ補修材並びに複雑形状
部及び貫通孔等の補償遮蔽材として使用することができる。
【０００７】
　また、特許文献２には、アクリル酸硼素高分子化合物等中に酸化鉛等を混入させた含浸
剤が記載されている。この材料においては、前記と同様の作用により、中性子及びγ線に
対する高い遮蔽能力をもつ。この材料は常温で液体であり、これにラジカル重合開始剤を
混合することによって硬化させて用いることができる。従って、この材料を塗布したり、
他の材料に含浸させて用いることができる。
【０００８】
　また、特許文献３には、特に中性子の遮蔽を目的として、２液混合によって製造される
透明なエポキシ樹脂を用いた材料が記載されている。エポキシ樹脂は水素含有量が比較的
高い高分子で形成されるため、鉛ガラスなどと比較すると中性子遮蔽性能が高い。また、
これによって透明性の高い成形体が形成されるため、これを更に様々な用途に用いること
ができる。
【０００９】
【特許文献１】特開２００３－２５５０８１号公報
【特許文献２】昭５９－１９７８９６号公報
【特許文献３】特開２００１－３１０９２８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、前記の通り、補修することが特に要求される放射線遮蔽体は、コンクリ
ート壁である。従って、上記の補修剤を用いる際には、コンクリートの亀裂に対する充填
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性及びコンクリート材料に対する密着性が要求され、常温においてこれを塗布できる状態
であることが好ましい。また、塗布後の加熱や冷却は困難であるため、常温で短時間で硬
化することが好ましい。
【００１１】
　しかしながら、特許文献１に記載の組成物において、メタクリル酸ステアリル及びその
重合体は常温で固体であり、成型して使用するため、これを塗布で形成することは困難で
あり、特にこれを亀裂に隙間無く充填することは困難であった。すなわち、この点におい
ては、特許文献１に記載の補修剤の特性は不充分であった。
【００１２】
　これに対し、特許文献２に記載の材料は、常温で液体であるため、これを塗布して用い
ることが可能である。しかしながら、この材料は粘度の低い液体であるため、例えばコン
クリートの亀裂にこれを充填することは困難である。また、その硬化温度は９０℃以上で
あるため、これを型に入れて硬化させて成形する用途には適しているが、建物に設置され
たコンクリート壁の亀裂に充填して硬化させる場合には適さないことは明らかである。
【００１３】
　特許文献３に記載の材料は、中性子を遮蔽する遮蔽体における材料の透明度向上を目的
としている。従って、透明度を低下させる材料である硼酸や鉛粉末等は添加されていない
ため、中性子自身は遮蔽できるが、その際に発生するγ線等の遮蔽は不可能である。従っ
て、放射線遮蔽能力としては不充分であることは明らかである。また、エポキシ樹脂の低
温（常温）での硬化の際には冷却を必要とし、また硬化性も不充分であるため、緊急の補
修用の材料としては適していない。また、エポキシ樹脂の水素含有量も前記のメタクリル
酸ステアリル等と比べて低いため、中性子遮蔽能力も不充分である。
【００１４】
　すなわち、上記のいずれの技術においても、放射線に対する高い遮蔽能力をもち、かつ
、コンクリートの亀裂に対する充填性、コンクリートに対する高い密着性をもち、常温で
硬化する放射線遮蔽材を得ることは困難であった。
【００１５】
　本発明は、かかる問題点に鑑みてなされたものであり、上記問題点を解決する発明を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明は、上記課題を解決すべく、以下に掲げる構成とした。
　本発明の請求項１に係る放射線遮蔽材は、メタクリル酸イソステアリルを主成分とする
硬化性樹脂原料と、前記硬化性樹脂原料において重合反応を生じさせるラジカル開始剤と
、前記硬化性樹脂原料の架橋反応を生じさせる架橋剤と、前記硬化性樹脂原料の硬化反応
を促進する硬化促進剤と、放射線遮蔽能力を有する放射線遮蔽粉末と、からなることを特
徴とする。
　この発明においては、硬化性樹脂原料中の水素によって中性子が減速され、減速した熱
中性子や減速時に発生するγ線は放射線遮蔽粉末によって遮蔽される。また、ラジカル開
始剤によってゲル状の硬化性樹脂原料重合体が形成されるため、その塗布が特に容易とな
り、更に架橋剤、硬化促進剤を用いることによって硬化性樹脂原料が硬化する。
　また、本発明の放射線遮蔽材において、前記放射線遮蔽粉末には、重金属からなるγ線
遮蔽材の粉末が含まれることを特徴とする。
　この発明においては、特にγ線が効率的に遮蔽される放射線遮蔽粉末が用いられる。
　また、本発明の放射線遮蔽材において、前記γ線遮蔽材は、鉛又は酸化鉛からなること
を特徴とする。
　この発明においては、特に高いγ線遮蔽能力をもつ鉛がγ線遮蔽材として用いられる。
　また、本発明の放射線遮蔽材において、前記放射線遮蔽粉末には、硼素を含む熱中性子
吸収材の粉末が含まれることを特徴とする。
　この発明においては、特に中性子の吸収断面積が大きな硼素を含む材料が熱中性子吸収
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材として用いられる。
　また、本発明の放射線遮蔽材において、前記熱中性子吸収材は硼酸からなることを特徴
とする。
　この発明においては、硼素を含む化合物として、安価で取り扱いの容易な硼酸が用いら
れる。
　また、本発明の放射線遮蔽材において、前記架橋剤は、トリメチロールプロパントリメ
タクリレートを主成分とすることを特徴とする。
　この発明においては、前記硬化性樹脂原料における架橋反応を促進させる多官能化合物
であるトリメチロールプロパントリメタクリレートが前記架橋剤として用いられる。
　また、本発明の放射線遮蔽材において、前記ラジカル開始剤は過酸化ベンゾイルを主成
分とすることを特徴とする。
　この発明においては、前記硬化性樹脂原料中の重合によるゲル化を促進し、かつ硬化を
促進する過酸化ベンゾイルがラジカル開始剤として用いられる。
　また、本発明の放射線遮蔽材において、前記硬化促進剤はＮ，Ｎ－ジメチルアニリンを
主成分とすることを特徴とする。
　この発明においては、前記硬化性樹脂原料の硬化反応を促進するＮ，Ｎ－ジメチルアニ
リンが硬化促進剤として用いられる。
【００１７】
　本発明の請求項９に係る放射線遮蔽材製造用保存液セットは、前記放射線遮蔽材の原料
となる２種類の保存用液からなる放射線遮蔽材製造用保存液セットであって、前記硬化性
樹脂原料、前記ラジカル開始剤、及び前記架橋剤が配合され、前記放射線遮蔽粉末が分散
された第１の保存用液と、前記硬化促進剤からなる第２の保存用液と、からなることを特
徴とする。
　この発明においては、ゲル状の状態が保存状態においても維持される第１の保存用液と
、液体の状態が維持される第２の保存用液とが用いられ、これらが混合されることによっ
て前記放射線遮蔽材が製造される。
【００１８】
　本発明の請求項１０に係る放射線遮蔽材の製造方法は、前記放射線遮蔽材の製造方法で
あって、前記硬化性樹脂原料と前記ラジカル開始剤とを混合し、重合反応を生じさせて硬
化性樹脂原料重合体を製造する硬化性樹脂原料重合体製造工程と、前記硬化性樹脂原料重
合体に前記架橋剤を配合する架橋剤配合工程と、前記硬化性樹脂原料重合体中に前記放射
線遮蔽粉末を分散させる放射線遮蔽粉末分散工程と、前記架橋剤が配合され、前記放射線
遮蔽粉末が分散された前記硬化性樹脂原料重合体に、前記硬化促進剤を配合する硬化促進
剤配合工程と、を具備することを特徴とする。
　この発明によれば、硬化性樹脂原料重合体製造工程によってゲル状の硬化性樹脂原料重
合体が形成され、架橋剤配合工程によって架橋剤が配合され、放射線遮蔽粉末分散工程に
よってその中に放射線遮蔽粉末が分散される。そして、硬化促進剤配合工程によって前記
硬化促進剤が配合されることによって、前記放射線遮蔽材が製造される。
　また、本発明の放射線遮蔽材の製造方法において、前記硬化性樹脂原料重合体製造工程
は、前記硬化性樹脂原料と前記ラジカル開始剤とを混合し、重合反応を生じさせて第１の
重合体を製造する重合工程と、前記重合工程よりも低い温度で前記硬化性樹脂原料と前記
ラジカル開始剤とを混合した液を前記第１の重合体に混合することにより、前記硬化性樹
脂原料と前記ラジカル開始剤の組成を所望の値とする組成調整工程とからなることを特徴
とする。
　この発明においては、重合工程によって粘度の高いゲル状の第１の重合体が製造され、
組成調整工程によって、硬化性樹脂原料とラジカル開始剤との組成を所望の値とする硬化
性樹脂原料重合体が製造される。
　また、本発明の放射線遮蔽材の製造方法は、前記重合工程、前記硬化性樹脂原料重合体
製造工程、前記架橋剤配合工程、及び前記放射線遮蔽粉末分散工程を行って製造された第
１の保存用液と、前記硬化促進剤からなる第２の保存用液とを、それぞれ保存し、常温に
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おいて前記第１の保存用液と前記第２の保存用液とを配合して前記硬化促進剤配合工程を
行うことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の放射線遮蔽材は以上のように構成されているので、放射線に対する高い遮蔽能
力をもつ。特に、硬化性樹脂原料であるメタクリル酸イソステアリルの水素含有率が高い
ために、中性子に対しても高い遮蔽能力をもつ。また、メタクリル酸イソステアリルの分
岐構造を有しているため融点、ガラス転移点が引き下げられ、常温で液状であるため扱い
が容易で、この分岐構造が架橋反応にも寄与できる。また、ラジカル開始剤により重合化
した状態、また架橋剤により架橋反応を生じた状態も常温でゲル状であり放射線遮蔽粉末
を分散させるに当たって、該粉末の沈殿が防止でき、分散性が良いものとなる。さらにゲ
ル状であるため、コンクリートの亀裂等に対する充填性が良好である。また、コンクリー
トに対する高い密着性をもち、常温でも短時間で硬化する放射線遮蔽材となる。
　また、放射線遮蔽材として重金属からなる材料の粉末、例えば鉛、酸化鉛からなるγ線
遮蔽材の粉末が用いられた場合には、特に安価で高いγ線遮蔽効果が得られる。
　また、放射線遮蔽材として硼素を含む熱中性子吸収材の粉末、例えば硼酸からなる粉末
が用いられた場合には、特に高い熱中性子線遮蔽効果が得られる。
　また、トリメチロールプロパントリメタクリレートを主成分とする架橋剤を用いた場合
には、架橋構造をとりやすくなるために、硬化が促進される。
　また、過酸化ベンゾイルを主成分とするラジカル開始剤を用いた場合には、特に常温で
の硬化性が向上し、かつ硬化性樹脂原料重合体あるいは第１の保存用液の粘度が適度に調
整される。
　また、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリンを主成分とする硬化促進剤を用いた場合にも、常温で
の硬化性が向上し、かつこれを第２の保存用液として長期間にわたり保存することができ
る。
【００２０】
　また、本発明の放射線遮蔽材製造用保存液セットは以上の構成とされているので、放射
線遮蔽材の原料として上記２種類の保存用液を用いることにより、この放射線遮蔽材を特
に容易に製造することができる。この際、上記の架橋剤を用いることにより、硬化性樹脂
原料重合体が含まれる側の保存用液の貯蔵安定性を高めることができ、結局、上記２種類
の保存用液の貯蔵安定性を共に良好とすることができる。
【００２１】
　また、本発明の放射線遮蔽材の製造方法は以上の構成とされているので、メタクリル酸
イソステアリルの分岐構造を有しているため融点、ガラス転移点が引き下げられ、常温で
液状であるため扱いが容易で、この分岐構造が架橋反応にも寄与でき、架橋剤の量を低減
できる。また、ラジカル開始剤により重合化した状態、また架橋剤により架橋反応を生じ
た状態も常温でゲル状であり放射線遮蔽粉末を分散させるに当たって、該粉末の沈殿が防
止でき、分散性が良いものとなる。さらに、常温で硬化促進剤を配合するだけで、特に加
熱や冷却を必要としないで、常温でも短時間で硬化する放射線遮蔽材となる。この放射線
遮蔽材をゲル状の状態で塗布することができ、その後にこれが硬化するため、亀裂等にこ
れを充填させることが特に容易となる。
　また、硬化性樹脂原料重合体を製造する際に、重合工程と組成調整工程とを用いること
により、この硬化性樹脂原料重合体の粘度及び組成を特に容易に調整することができる。
　また、前記第１の保存用液と、前記第２の保存用液とを、それぞれ保存し、これらを混
合することによってこの放射線遮蔽材を製造する構成とすれば、特に放射線施設における
コンクリート壁等の補修をより迅速に行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明を実施するための最良の形態となる放射線遮蔽材について説明する。この
放射線遮蔽材においては、放射線を遮蔽する能力を持つ放射性遮蔽粉末が硬化性樹脂原料
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中に添加されている。この放射線遮蔽材は２液混合で形成する（硬化させる）ことができ
、コンクリートの亀裂に充填して用いることができる。この際、このうち一方の液はゲル
状に保たれて保存することができ、これにこれよりも少量の他方の液を混合して用いられ
るため、ゲル状の状態で塗布し、常温で硬化させることができる。この際、原料となる２
液の保存性（貯蔵安定性）にも優れている。
【００２３】
（放射線遮蔽材の組成）
　まず、この放射線遮蔽材の組成につき説明する。この放射線遮蔽材は、硬化性樹脂原料
、ラジカル開始剤、架橋剤、硬化促進剤、放射線遮蔽粉末が混合されて構成される。放射
線遮蔽粉末は、遮蔽する放射線がγ線である場合にはγ線遮蔽材からなる粉末であり、中
性子である場合には、熱中性子吸収材からなる粉末とγ線遮蔽材からなる粉末の混合粉末
である。
【００２４】
　硬化性樹脂原料は、この放射線遮蔽材の主剤となり、かつ、含有する水素によって熱中
性子線を減衰させる。このような水素含有率の高い樹脂原料として、（メタ）アクリル酸
の長鎖脂肪族置換基をもつ反応性の樹脂原料（モノマー：単量体）がある。この中でも、
コンクリート亀裂への充填性及びコンクリートへの密着性が高い材料として、メタクリル
酸イソステアリルが特に好ましく用いられる。
【００２５】
　また、この硬化性樹脂原料中において重合反応を生じさせるため、ラジカル開始剤が添
加される。ラジカル開始剤としては、過酸化ベンゾイルや過酸化ラウロイル、過酸化デカ
ノイル、過酸化オクタノイル、過酸化アセチル、過酸化プロピオニル、ビス（４－ｔ－ブ
チルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネート、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ
）－３、３－５－トリメチルシクロヘキサン、ｔ－ブチルヒドロパーオキサイド、ジクミ
ルパーオキサイド、ｔ－ブチルオアーオキシアセテート、２，２'－アゾビスイソブチロ
ニトリル、２，２'－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２'－アゾビス
（２－メチルブチロニトリル）、２，２'－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチル
バレロニトリル）、ジメチル２，２'－アゾビス（２メチルプロピオネート）、１，１'－
アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２'－アゾビス［Ｎ－（２－プ
ロペニル）－２－メチルプロピオンアミド］、１，［（シアノ－１－メチルエチル）アゾ
］ホルムアミド、２，２'－アゾビス（Ｎ－ブチル－２－メチルプロピオンアミド）、２
，２'－アゾビス（Ｎ－シクロヘキシル－２－メチルプロピンアミド）等のいずれか、あ
るいはこれらを混合したものが用いられる。
【００２６】
　また、この放射線遮蔽材料においては、硬化性樹脂原料の架橋反応を生じさせる架橋剤
として多官能化合物が更に配合される。これにより、この放射線遮蔽材をゲル状とするこ
とができ、かつ配合によっては硬化させることもできる。ここでいう多官能化合物とは、
１分子中に重合反応に対しての官能基を２個以上有するものを指す。具体的には、トリメ
チロールプロパントリメタクリレート、テトラ（メタ）アクリル酸ペンタエリスリトール
、トリ（メタ）アクリル酸ペンタエリスリトール、ジ（メタ）アクリル酸ペンタエリスリ
トール、ジ（メタ）アクリル酸エチレン、ジ（メタ）アクリル酸ジエチレングリコール、
ジ（メタ）アクリル酸テトラエチレングリコール、ジ（メタ）アクリル酸デカエチレング
リコール、ジ（メタ）アクリル酸ペンタデカエチレングリコール、ジ（メタ）アクリル酸
ペンタコンタヘクタエチレングリコール、ジ（メタ）アクリル酸１，３－ブタンジオール
、ジ（メタ）アクリル酸１、４－ブタンジオール、ジ（メタ）アクリル酸１、６－ヘキサ
ンジオール、ジ（メタ）アクリル酸１、９－ノナンジオール、ジ（メタ）アクリル酸１、
１０－デカンジオール、ジ（メタ）アクリル酸グリセリン、（メタ）アクリル酸２－ヒド
ロキシ－３－アクリロイロキシプロピル、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物
ジ（メタ）アクリレート、ジ（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコール、ジ（メタ）ア
クリル酸ネオペンチルグリコール、（メタ）アクリル酸アリル、ジ（メタ）アクリル酸フ
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タル酸ジエチレングリコール、アルキル変性ジペンタエリスリトールの（メタ）アクリレ
ート、イプシロン－カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールの（メタ）アクリレート
、ジ（メタ）アクリル酸カプロラクトン変性ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコー
ルエステル、ジ（メタ）アクリル酸ジグリシジルビスフェノールＡ、ジペンタエリスリト
ールモノヒドロキシ（メタ）アクリレート、ジ（メタ）アクリル酸ネオペンチルグリコー
ルヒドロキシピバリン酸エステル、ジ（メタ）アクリル酸１、４－プロパンジオール、２
－プロペノイックアシッド〔２－〔１，１－ジメチル－２－〔（１－オキソ－２－プロペ
ニル）オキシ〕エチル〕－５－エチル－１、３－ジオキサン－５－イル〕メチルエステル
、リン酸２－（メタ）アクリロイロキシエチル、ジビニルベンゼン、不飽和ポリエステル
樹脂、ビニルエステル樹脂、ジアリルフタレート樹脂、等が挙げられる。
【００２７】
　また、この硬化性樹脂原料の硬化をより行いやすくする硬化促進剤が配合される。この
硬化促進剤としては、第３級アミンが好ましく用いられる。具体的には、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチルトルイジン、トリ－ｎ－オクチルアミン、トリプロピルア
ミン、トリブチルアミン、トリエチルアミン、トリメチルアミン、テトラメチルエチレン
ジアミン等が用いられる。
【００２８】
　この放射線遮蔽材における主剤は硬化性樹脂原料となるが、硬化特性や硬化後のこの硬
化性樹脂原料の特性はラジカル開始剤、架橋剤、硬化促進剤の配合比率によって異なるた
め、上記の配合比率はこれに応じて適宜決定される。
【００２９】
　熱中性子吸収材としては、中性子吸収断面積が大きく、放射化の割合が低いという観点
から、硼素を含む炭化硼素、窒化硼素、硼酸、無水硼酸、硼酸鉛等の各々の粉体を用いる
ことが好ましい。この中でも、安価で取り扱いの容易な硼酸が特に好ましい。ただし、カ
ドミウム、ガドリニウム、ユーロピウム、サマリウム等の化合物の粉体も同様に使用する
ことができる。その粒子径は、硬化性樹脂原料への分散性をよくするために、小さいこと
が好ましい。粒子形状は任意であるが、この放射線遮蔽材が中性子を遮蔽するために用い
られる際に、熱中性子吸収材の粒子によって熱中性子が充分に遮蔽されるように、その大
きさ及び数密度が設定される。
【００３０】
　γ線遮蔽材としては、例えばウラン、タングステン、鉛、ビスマス、鉄等の原子番号が
２２以上の重金属、又は原子番号が２２以上の重金属を含む化合物、例えば酸化物の粉体
が用いられる。実用性（安価であること）と中性子遮蔽効果のみを考慮すれば鉄が好まし
いが、実用性、低放射化性とγ線遮蔽性能の観点からは鉛が好ましい。鉛を含む化合物と
しては、鉛粉、酸化鉛、硝酸鉛、硼酸鉛等が使用できる。γ線遮蔽材においても、硬化性
樹脂原料への分散性をよくするために、その粒子径は小さいことが好ましいが、粒子形状
は任意である。ただし、この放射線遮蔽材が外部からのγ線等を遮蔽するために用いられ
る際には、γ線遮蔽材の粒子によってγ線等が充分に遮蔽されるようにその大きさ及び数
密度が設定される。また、中性子を遮蔽するために用いられる際には、放射線遮蔽材内部
で発生したγ線（２次γ線）等がγ線遮蔽材の粒子によって遮蔽され、外部に放射されな
いことが必要である。また、γ線遮蔽材の量が多いほど、その遮蔽能力は高くなる。従っ
て、硬化性樹脂原料１００質量部に対して、γ線遮蔽材中の重金属元素量として１００～
１０００質量部含まれることが好ましく、γ線遮蔽材の平均粒径が２００μｍ以下である
ことが好ましく、平均粒径が５０μｍ以下であることが更に好ましい。
【００３１】
　また、中性子の遮蔽は主に硬化性樹脂原料中の水素及び熱中性子吸収材により行われ、
２次γ線を含むγ線等の遮蔽はγ線遮蔽材によって行われる。この放射線遮蔽体の密度は
これらの組成比によって異なり、硬化性樹脂原料の組成比が大きい場合にはこの放射線遮
蔽体の密度（重量密度）は低く、γ線遮蔽体の組成比が大きい場合にはその密度は高くな
る。一般的には、高い照射量の熱中性子線に対しては、この放射線遮蔽材の密度を２ｇ／
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ｃｍ３～３ｇ／ｃｍ３の範囲とすることが望ましい。ただし、遮蔽すべき放射線の種類に
よって、これを最も効率よく遮蔽するための組成は異なり、適宜決定される。
【００３２】
　なお、熱中性子の遮蔽を考慮せず、γ線やＸ線等の遮蔽のみを考慮するなら、熱中性子
吸収材は不要であり、γ線遮蔽材の粉末のみを放射線遮蔽粉末として硬化性樹脂原料に添
加した構成としてもよい。この場合、硬化性樹脂原料中にγ線遮蔽材の粉末が充分に固定
される限りにおいて、γ線遮蔽材の添加量を多くして、この放射線遮蔽材の密度を高くす
ることが好ましい。
【００３３】
（製造方法）
　次に、この放射線遮蔽材の製造方法について説明する。
【００３４】
　硬化性樹脂原料としてここで用いられるメタクリル酸イソステアリル（以下、ｉｓｏＳ
ＭＡと呼称）の化学式の一例は以下の通りである。
【００３５】
【化１】

【００３６】
　この材料は、分岐構造を有するイソステアリル基を含有し、融点、ガラス転移点が引き
下げられ常温で液状であり、またその重合体は、同じ鎖長のステアリル基を有する特許文
献１に記載のメタクリル酸ステアリルよりも固化しにくい。一方、分岐構造が架橋反応に
寄与した重合反応が起きるため、架橋剤を少なくしても常温でゲル状とすることができる
。また、元素構成はメタクリル酸ステアリルと同様であるが、中性子を減衰させる作用を
もつ水素原子の含有量はこの１．１倍程度であり、高い。従って、中性子を減衰させる能
力はメタクリル酸ステアリルよりも高い。更に、その水素含有量はエポキシ樹脂の１．９
倍であるため、特許文献３に記載のエポキシ樹脂よりも中性子遮蔽能力は高い。すなわち
、高い中性子遮蔽能力が得られる。
【００３７】
　この材料として、具体的には、商品名ＮＫエステルＳ－１８００Ｍ（新中村化学製）を
用いることができる。この材料は常温では液体であり、その粘度は２８ｍＰａ・ｓ程度と
小さい。また、重合禁止剤としてメトキシヒドロキノン（ＭＥＨＱ）が１００ｐｐｍ添加
されており、この粘度状態が長期間にわたって維持されている。
【００３８】
　この材料（モノマー）は常温で液体であるため、これに熱中性子吸収材やγ線遮蔽材の
粉末を分散させることができ、あるいはこれを塗布することもできる。しかしながら、そ
の粘度は低く、混合後にこれらは沈殿するために、均一に分散された状態を維持すること
は困難である。また、これを塗布した場合にも、定形性がないため、補修剤として使用す
ることは困難である。従って、この材料を重合体（オリゴマー）とし、粘度の高いゲル状
とすることがより好ましい。
【００３９】
　このため、この材料を重合させ、重合体とすることによりゲル化を行う工程について説
明する。このため、ｉｓｏＳＭＡに、ラジカル開始剤である過酸化ベンゾイル（ベンゾイ
ルパーオキサイド：以下ＢＰＯと呼称）を配合してオリゴマー化（重合化）反応を生じさ
せる。これによって、液体である硬化性樹脂原料はゲル化するため、熱中性子吸収材やγ
線遮蔽材の粉末を均一に分散させることができる。また、この際のゲル化温度や融点は、
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ＢＰＯの混合比率によって変わるため、その粘度をこの混合比率によって変えることがで
きるため、特にこの混合を容易に行うことができる。すなわち、ラジカル開始剤であるＢ
ＰＯは前記の通り、硬化を促進するために用いられるが、重合体を形成してこの材料をゲ
ル化させるためにも用いられる。
【００４０】
　ここで、ＢＰＯの化学式は以下の通りであり、常温で固体（粉末）の材料である。また
、その半減期は常温（２０℃）で３００日程度であるため、その貯蔵安定性が高い。ＢＰ
Ｏは、ラジカル重合を開始させるラジカル開始剤として機能する。後述するように、ＢＰ
Ｏが添加されたｉｓｏＳＭＡ重合体においては、そのゲル状態が長く保たれる、すなわち
、そのポットライフが長いために、ＢＰＯが特に好ましく用いられる。
【００４１】
【化２】

【００４２】
　以上の材料を用いて、この放射線遮蔽材を製造するためには、まず、ｉｓｏＳＭＡ（硬
化性樹脂原料）とＢＰＯ（ラジカル開始剤）とを混合し、重合反応を生じさせてゲル状の
ｉｓｏＳＭＡ重合体（硬化性樹脂原料重合体）を製造する硬化性樹脂原料重合体製造工程
を行う。ここで、この放射線遮蔽材を常温で硬化させるためには、重合体中の重量比で２
％程度のラジカル開始剤を添加することが好ましい。ここで、ｉｓｏＳＭＡ重合体中への
常温でのＢＰＯの溶解性は低いため、加熱してこれを行うことが必要となる。しかしなが
ら、一方でこの場合には重合反応が進んで流動性がなくなるために、結局、実際にはｉｓ
ｏＳＭＡ重合体中にＢＰＯを２％溶解させることは困難である。ただし、ｉｓｏＳＭＡモ
ノマーへのＢＰＯの溶解性は高い。従って、ここでは、硬化性樹脂原料重合体製造工程に
おいて、ＢＰＯ添加組成の小さなｉｓｏＳＭＡ重合体を製造する重合工程と、その後でこ
のｉｓｏＳＭＡ重合体中のＢＰＯの添加組成を適正にする組成調整工程を行う。
【００４３】
　まず、重合工程において、ｉｓｏＳＭＡ重合体を得るためには、例えば、ＳＵＳ容器中
でｉｓｏＳＭＡ１０００ｇに対して、ＢＰＯ８ｇを配合して、ウォーターバス中で温度を
９３℃とすることにより、重合反応が生ずる。これにより、この混合物の粘度が高まり、
反応が進むにつれてその粘度が高くなる。なお、この際に反応熱が生ずるため、これに応
じて加熱状態を調整することが必要である。粘度が高くなった状態で、更にｉｓｏＳＭＡ
を５００ｇ添加し、氷水浴とドライアイス／メタノール浴を併用して冷却し、重合反応が
適度に進んだ状態で粘度の高いｉｓｏＳＭＡ重合体の状態として重合反応を停止させるこ
とができる。
【００４４】
　なお、同様に重合反応を生じ、ゲル状のｉｓｏＳＭＡ重合体を得ることのできるラジカ
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ル開始剤であれば、ＢＰＯ以外にも同様に用いることができる。この際、２種類以上を同
時に用いることもできる。
【００４５】
　ただし、このｉｓｏＳＭＡ重合体においては、ＢＰＯ添加量は重量比で１％以下であり
、小さい。また、前記の通り、この状態で更にＢＰＯを追加することは困難である。そこ
で、次に、組成調整工程において、これを所望の値とするために別途ｉｓｏＳＭＡとＢＰ
Ｏを配合した混合液を準備し、これを前記のｉｓｏＳＭＡの重合体と混合する。例えば、
この混合液として、ｉｓｏＳＭＡ（モノマー）５００ｇに対してＢＰＯ４８ｇを、前記の
重合工程よりも低い温度である７０℃で加え、ウォーターバス中で数分間攪拌することに
より、これらの均一な混合液を形成することができる。この場合には、温度が低いために
重合反応が生じにくいため、ｉｓｏＳＭＡに重合反応が生じない段階でＢＰＯを充分に溶
解させることができる。この混合液を前記の条件で作成したｉｓｏＳＭＡ重合体に混合し
た場合には、粘度が１Ｐａ・ｓ以上のゲル状のｉｓｏＳＭＡ重合体が得られる。この粘度
は、熱中性子吸収材やγ線遮蔽材の粉末を均一に分散させるためには好ましい粘度である
。
【００４６】
　なお、例えばこの放射線遮蔽材の硬化温度を特に低くする必要がない場合には、ＢＰＯ
（ラジカル開始剤）の添加量を少なくすることができる。この場合、前記の重合工程の後
でｉｓｏＳＭＡ中のＢＰＯ組成が所望の値となっている場合にはこの組成調整工程を行う
必要はない。
【００４７】
　以上により、ゲル化した所望の粘度をもつｉｓｏＳＭＡ重合体（硬化性樹脂原料重合体
）が得られる。
【００４８】
　次に、架橋剤配合工程において、架橋剤として、多感能モノマーであるトリメチロール
プロパントリメタクリレート（以下、ＴＭＰＴＭと呼称）を１０ｇ配合する。ここで、Ｔ
ＭＰＴＭの化学式は以下の通りであり、常温で液体の材料であるため、容易にこの工程は
行われる。また、この量は前記のｉｓｏＳＭＡ重合体の量と比べると極めて少ないために
、この添加によってｉｓｏＳＭＡ重合体自身の粘度が小さくなることはない。この架橋剤
を用いることにより、重合体したオリゴマーの架橋が促進される。
【００４９】
【化３】

【００５０】
次に、放射線遮蔽粉末分散工程において、熱中性子吸収材として硼酸粉末、γ線遮蔽材と
しての鉛粉末を混合し、均一に分散させる。硼酸粉末の平均粒径は１０μｍ、鉛粉末の平
均粒径は４４μｍ以下とし、これらの粉末を篩を通して混合し、その後で攪拌することが
粉末粒子の凝集体を形成しにくくなるため、好ましい。この混合比率は、例えば、前記の
ｉｓｏＳＭＡ重合体１０２８ｇに対して、硼酸粉末３５．５ｇ、鉛粉末２０１７．０ｇと
する。なお、硼酸粉末及び鉛粉末によってｉｓｏＳＭＡ重合体において何らかの反応が生
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ずることはない。また、硼酸粉末、鉛粉末を分散させるに当たって、オリゴマーにさらに
架橋されたゲル状体への分散となっているため、これらの粉末の沈殿が防止でき、分散性
が良いものとなる。なお、この架橋剤配合工程と放射線遮蔽粉末分散工程行う順序は、架
橋剤反応が遅い場合等は放射線遮蔽粉末分散工程を行った後に、架橋剤を配合してもよい
。
【００５１】
　次に、硬化促進剤配合工程において、この混合物に、硬化促進剤であるＮ，Ｎ－ジメチ
ルアニリン（以下、ＤＭＡと呼称）を例えば１０ｇ配合する。ここで、ＤＭＡの化学式は
以下の通りであり、常温で液体の材料であるため、容易にこの工程は行われる。この量も
前記のｉｓｏＳＭＡ重合体の量と比べると極めて少ないために、この添加によってｉｓｏ
ＳＭＡ重合体自身の粘度が小さくなることはなく、これによって硬化反応が生ずる。
【００５２】
【化４】

【００５３】
　また、前記の重合工程においてはラジカル開始剤であるＢＰＯを配合したが、硬化を促
進するために、更にここで新たにラジカル促進剤を配合してもよい。この場合には、重合
工程で配合したラジカル開始剤（この場合にはＢＰＯ）と異なるラジカル開始剤を添加し
てもよい。
【００５４】
　また、架橋剤、硬化促進剤としてそれぞれＴＭＰＴＭ、ＤＭＡ以外のものを用いてもよ
く、それぞれに１種類以上のものを同時に用いることもできる。
【００５５】
　以上により、所望の組成の放射線遮蔽材が形成される。この際、前記の通りに配合後の
この放射線遮蔽剤はゲル状であるため、コンクリート壁の亀裂に塗布して充填することが
特に容易であり、これが亀裂から流れ出ることもない。その後、常温でも短時間で硬化反
応が生じ、亀裂が機械的に補修されていると同時に、放射線遮蔽能力も保たれる。
【００５６】
　この放射線遮蔽材のγ線遮蔽能力は主にその密度によって決まるが、その硬化後の密度
は２．２ｇ／ｃｍ３程度であり、コンクリート材とほぼ同程度であるが、鉛が含まれてい
るためそのγ線遮蔽能力はコンクリート材よりも若干高い。また、水素原子が硬化性樹脂
原料中に多量に含まれ、かつ熱中性子吸収材である硼酸も含まれているため、熱中性子を
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コンクリート材よりも効率的に遮蔽することができる。従って、放射線を遮蔽する壁とな
るコンクリート材を補修する材料として使用することができる。
【００５７】
　なお、この放射線遮蔽材においては、硬化促進剤配合工程後に硬化反応が進むが、放射
線遮蔽能力は、硬化性樹脂原料中の水素原子及び放射線遮蔽粉末によってもたらされ、こ
れらの量は硬化の前後で変わらない。従って、この放射線遮蔽材は、硬化しているか否か
に関わらず、高い放射線遮蔽能力をもつ。
【００５８】
（保存方法）
　上記のｉｓｏＳＭＡ重合体自身４００ｇを常温で保存したところ、３週間後には内部に
おいて硬化が発生した。しかしながら、これを５℃で保存したところ、５ヶ月後において
もゲル状態が保たれた。すなわち、このｉｓｏＳＭＡ重合体を冷蔵庫等で５℃で保管すれ
ば、最低でも５ヶ月はこれを使用可能な状態に保持することができる。なお、前記の通り
、熱中性子吸収材、γ線遮蔽材はｉｓｏＳＭＡ（重合体）と反応を生じないため、これを
ｉｓｏＳＭＡ重合体に分散させた場合でも同様である。
【００５９】
　すなわち、前記の製造方法において、硬化性樹脂原料重合体製造工程、架橋剤配合
よりも先に放射線遮蔽粉末分散工程を行った直後にこれよりも後の工程を行う必要はない
。ｉｓｏＳＭＡ重合体（あるいは放射線遮蔽粉末が分散されたｉｓｏＳＭＡ重合体）を保
存後に、架橋剤配合工程、硬化促進剤配合工程を行うことができる。しかしながら、実際
に使用する際にＤＭＡやＴＭＰＴＭを混合する作業を行うことは非常に効率が悪い。特に
、この放射線遮蔽材は、コンクリート壁に亀裂が生じた際の応急修理に用いるため、この
作業を短時間で行うことが要求される。従って、上記の組成の混合物を２液に分けて各々
保存し、これらを使用時に混合することが好ましい。
【００６０】
　ここで、この２液のうちの一方の保存用液をｉｓｏＳＭＡ重合体、架橋剤（ＴＭＰＴＭ
）、放射線遮蔽粉末の混合液とし、これを５℃で５ヶ月保存した場合には、硬化は全く生
じず、ゲル状の状態が維持された。従って、これらを第１の保存用液とした場合には、こ
れを５℃中で長期間保存することが可能である。この場合の他方の保存用液となる硬化促
進剤（ＤＭＡ）は、前記の通り、常温で液体であり、少なくとも５℃において保存すれば
、５ヶ月以上の期間にわたり安定して保存することが可能である。従って、この組み合わ
せの２液においては、それぞれを長期間保存することが可能であり、使用直前にこれらを
混合して用いることができる。
【００６１】
　比較のため、ｉｓｏＳＭＡ重合体、放射線遮蔽粉末、硬化促進剤（ＤＭＡ）の混合液を
一方の保存液とした場合には、５℃で５ヶ月保管後には、粘度の上昇が認められた。これ
は、この温度で重合反応が進んだことに起因する。すなわち、上記の系においては、重合
反応に対しては架橋剤（ＴＭＰＴＭ）よりも、硬化促進剤（ＤＭＡ）の効果の方が影響が
大きい。従って、保存液をこの組み合わせとすることは適切ではない。なお、この場合に
おける他方の保存液となる架橋剤（ＴＭＰＴＭ）については、５℃で５ヶ月保存した場合
においても変化は見られなかった。
【００６２】
　以上より、この放射線遮蔽材を使用する際には、一方の保存用液として、ｉｓｏＳＭＡ
と架橋剤（ＴＭＰＴＭ）と放射線遮蔽粉末との混合液とし、他方の保存用液を硬化促進剤
（ＤＭＡ）として、これらを混合して使用することが好ましい。この組み合わせをこの放
射線遮蔽材製造用保存液セットとすれば、これらの保存液を少なくとも５℃以下の温度で
５ヶ月以上保存することが可能である。こうした高い貯蔵安定性は、上記の硬化性樹脂原
料、ラジカル開始剤、架橋剤、硬化促進剤を、上記の組み合わせで保存用液とすることに
よって得られる。特に、長期貯蔵安定性は、市販されている一般の架橋剤(例えば共栄社
化学製ライトエステルＴＭＰ)を用いた場合、その中に微量に含まれる重合禁止剤の作用



(14) JP 4883808 B2 2012.2.22

10

20

30

40

50

が期待できる。一方の保存用液として、ｉｓｏＳＭＡと架橋剤（ＴＭＰＴＭ）と放射線遮
蔽粉末との混合液とした組み合わせの場合、架橋剤（ＴＭＰＴＭ）として市販されている
一般の架橋剤を用いることにより、この保存溶液の高い貯蔵安定性をさらに長期間にわた
って維持できる。
【００６３】
　なお、放射線遮蔽粉末（熱中性子吸収材、γ線遮蔽材）をｉｓｏＳＭＡ重合体中（ｉｓ
ｏＳＭＡ重合体が含まれる一方の保存用液中）ではなく、他方の保存用液に混合する場合
には、前記の通り、放射線遮蔽粉末の組成比がＤＭＡと比べて大きく、かつＤＭＡはゲル
状ではないため、これらが均一に分散された状態とすることが困難である。従って、これ
らをゲル状のｉｓｏＳＭＡ中に前記の通り予め混合しておくことが好ましい。
【００６４】
（使用方法）
　上記の放射線遮蔽材を実際に使用するに際しては、常温で前記の保存用液２液を混合し
、型に入れて成形する、あるいは所望の箇所に塗布して、これを硬化させればよい。ただ
し、これらを混合した後で真空ポンプ等を用いてその雰囲気を減圧し、脱泡することがよ
り好ましい。これにより、硬化後の放射線遮蔽材中の気泡を減少させ、これをより高密度
とすることができ、より高い放射線遮蔽能力が得られ、かつその機械的強度も高めること
ができる。
【００６５】
　この際、常温で数時間程度でこの材料は硬化し、定形性が保たれる。従って、
これをコンクリート壁の亀裂部等に塗布して、加熱や冷却を要さずに常温で硬化させるこ
とが特に容易である。
【００６６】
　更に、後述するように、この放射線遮蔽材をコンクリート壁に塗布した場合の硬化後の
密着性は良好である。従って、この放射線遮蔽材はコンクリート壁の補修用に特に適して
いる。
【００６７】
　この際、コンクリート壁の亀裂にこれを塗布して充填することが特に容易である。また
、密着性が良好な材料であれば、金属や木材等、他の材料に対しても同様にこの放射線遮
蔽材を塗布して用いることができる。
【００６８】
　なお、この硬化の際に、放射線遮蔽材の全体が一様に硬化することは必要ではなく、亀
裂を充填するだけの定形性が保たれれば充分である。その表面が完全に硬化しなくとも、
その粘着性によってこの放射線遮蔽材がコンクリートに安定して付着している状態とされ
ればよい。この場合においても、硬化性樹脂原料の水素含有量、及び熱中性子吸収材、γ
線遮蔽材の濃度は硬化の有無によって変わらないため、同様の放射線遮蔽能力が得られる
。また、同様に、硬化が生ずる前においてもその放射線遮蔽能力は変わらないため、これ
を塗布した直後から充分な放射線遮蔽能力が得られる。従って、コンクリート壁に亀裂が
生じた場合の放射線漏れに対する応急修理のためにこの放射線遮蔽材を好ましく用いるこ
とができる。ここで、硬化に時間がかかる場合には、硬化するまでの間にγ線遮蔽材であ
る鉛粉末が沈殿することがあるため、液体が適度な粘度を有し(ゲル状)、常温で短時間で
硬化することが望ましい。この点については後述するように、この放射線遮蔽材は良好な
特性を有している。
【００６９】
　また、亀裂に充填させて用いるだけでなく、この放射線遮蔽体を板状にして用いること
もできる。この場合、広い面積にわたってこの放射線遮蔽材が必要な場合には、所望の形
状の型に硬化前のこの放射線遮蔽材を流し込み、これが全体にわたって硬化した後にこれ
を型から取り出して用いることができる。こういった場合でも、この放射線遮蔽材は常温
でゲル状であり、硬化に当たっても特に加熱や冷却を要しないため、取り扱いが容易であ
る。
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【００７０】
　なお、一般家屋におけるコンクリート壁の亀裂の補修は一般的にはモルタル等で行われ
ている。しかしながら、この放射線遮蔽材料はこれとは全く異なる組成の高分子材料で構
成され、かつこれを補修用に容易に用いることができる。この際、前記の通り、その放射
線遮蔽能力は高いため、特に原子力施設においてこれを特に好ましく用いることができる
。また、第１の保存用液に対して第２の保存液を少量添加する作業は容易であるため、モ
ルタルを用いる場合よりもその補修は容易である。
【実施例】
【００７１】
（硬化性樹脂原料の選択）
　硬化性樹脂原料として、メタクリル酸イソステアリルを用いた重合体試料１を上記の製
造方法によって製造した。また、メタクリル酸イソステアリルと元素構成が同様で水素含
有率が同等であり、中性子遮蔽効果の高い材料であるメタクリル酸ステアリルをこの代わ
りに用いた重合体比較試料１を製造した。同様の性質をもち、モノマーもオリゴマーも液
体であるメタクリル酸ラウリルを用いた重合体比較試料２、粘着剤として使用されるアク
リル酸ブチルと類似しているために粘着性が高いと予想されるメタクリル酸ブチルを用い
た重合体比較試料３を同様の製造方法で製造した。また、メタクリル酸イソステアリルと
メタクリル酸ステアリルを１：１の重量比で配合したものを硬化性樹脂原料として用いた
重合体比較試料４、メタクリル酸イソステアリルとメタクリル酸ラウリルを１：１の重量
比で配合したものを硬化性樹脂原料として用いた重合体比較試料５もそれぞれ製造した。
なお、メタクリル酸ラウリルの水素含有率はメタクリル酸ステアリルよりも更に小さいた
め、中性子遮蔽能力はｉｓｏＳＭＡよりも劣る。
【００７２】
　その結果、表１に示すように、これらにＢＰＯを配合した重合工程において、重合体試
料１についてはゲル状、重合体比較試料２、４、５については、いずれも液状の重合体を
得ることができた。メタクリル酸ステアリルを用いた重合体比較試料１においては、得ら
れた重合体がもはやゲル状ではなく、蝋状の固体であった。メタクリル酸ブチルを用いた
重合体比較試料３においては、液の蒸発量が大きく、所望の重合体を得ることは困難であ
った。
【００７３】
【表１】

【００７４】
　従って、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸ブチル単体を用いた場合には、ｉｓｏ
ＳＭＡ重合体と同様のゲル状の硬化性樹脂原料重合体を得ることはできなかった。また、
メタクリル酸ラウリルの場合には液状の硬化性樹脂原料重合体を得ることができるが、前
記の通り、中性子遮蔽能力がｉｓｏＳＭＡと比べて劣る。
【００７５】
　次に、実際に製造したｉｓｏＳＭＡ重合体について調べた。ここでは、ｉｓｏＳＭＡ１
０００ｇに対してＢＰＯ８ｇを配合し、９３℃に加熱して、重合反応を進めた。これによ
って粘度が上昇したところで、更にｉｓｏＳＭＡ５００ｇを投入して重合反応を停止させ
、更に、氷水浴、ドライアイス、メタノール浴で放冷した。この際、配合したＢＰＯは全
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てｉｓｏＳＭＡ中に溶解され、重合体が得られた（重合工程）。
【００７６】
　次に、上記とは別にｉｓｏＳＭＡ５００ｇとＢＰＯ４８ｇを、前記の重合工程よりも低
い７０℃の温度で混合した液をウォーターバス中で数分間攪拌することにより、これらの
均一な混合液を形成した。この混合液においても、ｉｓｏＳＭＡモノマー中に添加したＢ
ＰＯは全て溶解された。この混合液を前記の条件で作成したｉｓｏＳＭＡ重合体に混合し
てｉｓｏＳＭＡ重合体を得た（組成調整工程）。
【００７７】
　このｉｓｏＳＭＡ重合体の試料を５つ製造し、各々の試料について異なる箇所で４点、
その粘度をＥ型粘度計で測定した結果を表２に示す。
【００７８】
【表２】

【００７９】
　この結果より、どの試料においても粘度が１．６～９．２Ｐａ・ｓの範囲であり、ゲル
状態のｉｓｏＳＭＡが得られることが確認できた。なお、前記の通り、この状態は、５℃
、５ヶ月の間にわたり維持され、かつ、これに架橋剤（ＴＰＭＴＭ）、放射線遮蔽粉末を
配合した後においても２．０Ｐａ・ｓ程度の粘度が維持されていた。
【００８０】
（硬化特性）
　次に、この放射線遮蔽材の硬化特性について調べた。表２におけるｉｓｏＳＭＡ重合体
（＃１～＃５）１０２８ｇ、架橋剤（ＴＭＰＴＭ）を１０ｇ、平均粒径１０μｍの硼酸粉
末を３５．５ｇ、鉛粉末を２０１７．０ｇ配合したものを、第１の保存液とし、第２の保
存液となる硬化促進剤（ＤＭＡ）を１０ｇ添加し、常温でのその硬化状態を調べた。この
際、脱泡した後に３１ｃｍ角、５．０ｃｍ深さの型にこれを入れた試料を５個作成した。
この際、打ち継ぎ性も確認するため、４層に分けてこれを形成し、下層が硬化した後に上
層を形成した。なお、この４層は表２における測定番号に対応している。この際の硬化は
常温で１日で行われた。その結果、層間の剥離等は発生せず、良好な成形体が得られた。
従って、この放射線遮蔽材は常温での良好な硬化性をもつことが確認された。この硬化性
は、ラジカル開始剤であるＢＰＯと硬化促進剤であるＤＭＡの組み合わせの場合に特に優
れている。
【００８１】
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　次に、この放射線遮蔽材のコンクリートへの密着性について調べた。ここでは、図１に
示すように、ポリプロピレン（ＰＰ）容器１０中に混合後の上記と同様の硬化前の放射線
遮蔽材２０（ゲル状）を入れた後、コンクリート板３０上にＰＰ容器５を逆さまにして伏
せた状態で常温で１日放置した。その結果、硬化後の放射線遮蔽材２０は、ＰＰ容器１０
及びコンクリート板３０に粘着していた。従って、この放射線遮蔽材のコンクリートに対
する密着性も良好である。
【００８２】
（耐放射線性）
　前記の通り、この放射線遮蔽材においては、硬化性樹脂原料中の水素、放射線遮蔽粉末
によって放射線遮蔽能力を有する。このうち、特に硬化性樹脂原料における高分子に放射
線、特にγ線に対する耐性がなければ、これを用いた補修後にこの放射線遮蔽材の剥離等
を発生することがある。そこで、厚さ３ｍｍ、１５ｍｍ角のこの放射線遮蔽材について、
その耐性を調べた。
【００８３】
　ここでは、γ線源である６０Ｃｏからのγ線をこの放射線遮蔽材に５１．１Ｇｙ照射し
、その前後の変化を調べた。その結果、この放射線遮蔽材（硬化性樹脂原料）の色、硬化
後の硬度についての有意な変化は見られなかった。従って、少なくともこの吸収線量にお
ける耐放射線性は充分あることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　上記の放射線遮蔽材は、上記の通り、高い放射線遮蔽能力をもち、塗布して使用するこ
とが容易であるため、特に原子力施設や輸送容器における放射線遮蔽体の補修に好適に用
いることができる。原子力施設以外にも、放射線を遮蔽することが必要である各種の施設
、例えば医療施設や加速器を用いる施設における放射線防護壁にも用いることができる。
また、放射線遮蔽体の補修のほか、複雑形状部及び貫通孔等の補償遮蔽材としても用いる
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００８５】
【図１】本発明の実施例におけるコンクリートへの密着性評価の実験の形態を示す図であ
る。
【符号の説明】
【００８６】
１０　ポリプロピレン容器
２０　放射線遮蔽材
３０　コンクリート板
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